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「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（以下、高齢者虐

待防止・養護者支援法）が平成 18 年 4 月に施行されて以降、厚生労働省では、「高齢者

虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調

査」として、各年度の高齢者虐待防止・養護者支援に関する市区町村・都道府県等の対応

状況等に関する調査を実施し、結果を公表してきました。 

この調査について、当センターでは平成 24 年度において、調査結果をより詳細に分析

するためのシステムを開発・提案する研究事業を実施し、翌 25 年度には開発した調査研
究システムを実際に稼働させて調査データを得て、主に調査項目間の関連性を詳細にみる

要因分析を実施しました。併せて、分析結果から高齢者虐待の防止・対応上の留意点を整

理し、大規模研修会によって共有化をはかるとともに内容を教育資料冊子にとりまとめ、

広く関係機関に周知いたしました。 
平成 26 年度は、これまでの成果を踏まえ、「高齢者虐待の要因分析と地方自治体の施

策促進に関する調査研究事業」として、地方自治体の高齢者虐待防止・対応施策を促進す

るための要因分析と分析結果の活用を行うことを目的に、①高齢者虐待防止法に基づく対

応状況調査データによる高齢者虐待の要因分析、②地域包括支援センターのニーズ調査、

③市区町村・都道府県における施策促進のポイントのとりまとめ、④市区町村・都道府県

施策促進のための研修会の開催、及びこれらの事業成果をとりまとめた⑤地方自治体向け

資料の作成・公開を行う調査研究事業を実施いたしました。 
本報告書では、これらの事業全体の成果をまとめております。また、成果物冊子として、

「高齢者虐待対応の実態と施策推進のポイント」を作成いたしました。本報告書と併せて

ご活用ください。  

高齢者への虐待という深刻な問題に対して、本研究事業の成果が、今後の防止・対応施

策の進展に少しでも役立てば幸いです。  
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